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高レベル放射性廃棄物の地層処分におけるニアフィールド環境は、廃棄体からの発熱に

よる熱的作用、人工バリア内への地下水の浸潤による水理的作用及び緩衝材の膨潤などに

よる力学的作用が相互に影響を及ぼしあう複合現象として取り扱う必要がある。このよう

な複雑なニアフィールド環境を評価するためのツールとして、熱－水－応力（THM）連成

解析コードの開発が進められている。 
本研究では、THM 連成解析モデルの高度化として、緩衝材の力学特性、熱特性及び水理

特性の密度依存性について整理を行い、緩衝材の密度変化によって生じる THM に関する

物性値の変化を考慮できるように解析コードの更新を行った。そして、力学解析側から熱解

析及び水理解析側へ解析結果を提供するスキームを追加した解析コードを用いて、幌延深

地層研究計画において実施している人工バリア性能確認試験を対象とした再現解析を実施

し、原位置で得られた計測データとの比較を通じて、モデルの適切性を確認するとともに、

緩衝材の密度変化が及ぼす温度や浸潤及び膨潤変形挙動への影響の程度を把握した。さら

に、ニアフィールドの長期挙動に関する事例解析として、廃棄体竪置き方式の人工バリアを

対象として、廃棄体からの放熱と人工バリア内への地下水浸潤にともない、緩衝材が埋め戻

し材側へ膨出することによって生じる緩衝材の密度変化が、緩衝材中の温度や浸潤挙動へ

与える影響を確認した。 
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It is anticipated that the coupled thermal-hydraulic and mechanical (THM) processes 
will occur, involving an interactive process with radioactive decay heat arising from the 
vitrified waste, infiltration of groundwater from the host rock into the buffer material, 
swelling pressure of buffer material due to its saturation in the near-field of a geological 
disposal system for high-level radioactive waste repository. In order to evaluate these 
phenomena in the near-field, the THM model has been developed. 
In this report, the density dependence of thermal, hydraulic and mechanical properties 
of the buffer material was investigated to evaluate the near-field environment. These 
density dependence schemes were added to the coupled THM model. 
The THM analysis of the in-situ experiment of engineered barrier system (EBS) 
experiment at the Horonobe Underground Research Laboratory was carried out. As a 
result, the effect of the density change of the buffer material on the temperature and 
infiltration behavior of buffer material was found. 
A case analysis on the long-term behavior of the near field was also carried out. Then, 
the behavior that the buffer material swelled out toward the backfill material and the 
density of the buffer material decreasing was shown. 
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1. はじめに 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分におけるニアフィールドの挙動は、廃棄体からの発熱

による熱的作用、人工バリア内への地下水の浸潤による水理的作用及び緩衝材の膨潤など

による力学的作用が相互に影響を及ぼしあう複合現象として取り扱う必要がある。このよ

うな連成プロセスの現象理解に向け、国内外において多くの原位置試験やモックアップ試

験が行われ、また、長期的なプロセスを定量化するために、連成解析モデルの開発や原位置

試験などに基づく検証など解析的研究も進められている。 
日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構という）では、人工バリアを設置した時点か

ら緩衝材が飽和に至るまでの過渡的な期間を対象として、ニアフィールドで生じる熱的（熱

膨張と熱輸送）、水理的（地下水浸潤）、力学的（膨潤圧の発生）なプロセスが相互に影響を

及ぼし合う連成現象を把握するためのツールとして、大西ら（Ohnishi et al., 1985 [1]）に

よって構築された熱－水－応力（THM）連成解析モデル（THAMES）の開発を進めている

（Chijimatsu et al., 2000 [2]）。第 2 次取りまとめでは、開発した THM 連成解析モデルを

用いて、釜石鉱山における原位置試験の粘土熱負荷試験を対象としたモデルの妥当性の評

価を行った上で（Chijimatsu et al., 2001 [3]）、ニアフィールドの長期挙動解析により、人

工バリアの再冠水時間などを評価した（核燃料サイクル開発機構，1999 [4]）。その後も、

FEBEX プロジェクトにおける原位置試験を対象とした再現解析や（例えば、操上ほか，

2004 [5]；日本原子力研究開発機構，2019 [6]）、国際共同研究 DECOVALEX を活用したモ

デル間の比較を通じた検証など（例えば、Rutqvist et al.,2005 [7]；Sugita et al., 2016 [8]）、
解析コードの信頼性や適用可能性などを示す事例が蓄積されてきている。 
他方、人工バリア内への地下水の浸潤にともなう地下水中の溶存酸素量、化学成分や酸化

還元電位など放射性核種の溶解度やオーバーパックの腐食挙動に影響を及ぼすと考えられ

る間隙水化学の定量化や、第 2 次取りまとめのリファレンスケースのシナリオ上で選択さ

れた FEP の妥当性の検証といった要求事項に応えるため、THM 連成プロセスに、緩衝材

の間隙水化学の影響を考慮した THMC 連成解析モデルの開発に着手した（伊藤ほか，2004 
[9]）。さらに、平成 19 年度から平成 21 年度の 3 年間は、経済産業省資源エネルギー庁の受

託事業「地層処分技術調査等委託費（高レベル放射性廃棄物処分関連：処分システム化学影

響評価高度化開発）」において、緩衝材中での塩濃縮析出現象をはじめとする間隙水化学の

把握に重きを置いた THMC 連成モデルの高度化を進めてきた（日本原子力研究開発機構，

2008 [10]；日本原子力研究開発機構，2009 [11]；日本原子力研究開発機構，2010 [12]）。
そして、第 2 次取りまとめにおいて FEP 除外事象であったオーバーパック周辺での塩濃縮

析出現象について、緩衝材が不飽和な状態にある期間においてオーバーパックと緩衝材の

境界で塩類が濃縮、析出するものの、長期的には再溶解して散逸するとした第 2 次取りま

とめのシナリオに整合する計算結果が得られている（木村ほか，2010 [13]）。 
過渡的な期間のニアフィールドにおいて、連成挙動に及ぼす影響が大きいと考えられる

相関関係をマトリクスで整理すると図 1-1 のようになる。これまでに開発した THM 連成解
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析モデルは、図 1-1 に示す相互作用のうち、力学から熱及び力学から水理への作用として、

密度依存性を有する緩衝材の熱物性と水理特性及び力学特性について、密度変化によって

生じるこれら物性値の変化が反映されていないため、緩衝材の密度が低下するような場合

の連成挙動が適切に評価できていないといった課題を有していた。例えば、岩盤亀裂内への

緩衝材の侵入や、廃棄体竪置きの人工バリア仕様において、緩衝材の膨潤による坑道埋め戻

し材側への膨出などに起因した緩衝材の密度の低下は、緩衝材に期待される核種移行遅延・

抑制機能やコロイドフィルトレーション効果などの設計で期待する機能を損なう可能性が

あるため（核燃料サイクル開発機構，1999 [14]）、緩衝材の密度変化を定量的に把握するこ

とは重要である。そこで、熱－水－応力連成解析において、緩衝材の熱特性、水理特性及び

力学特性の密度依存性を考慮するためのデータ取得、モデル開発及びプログラムの更新を

行った。緩衝材の力学特性については、供試体の密度及び水分量をパラメータとして一軸圧

縮試験を実施し、①変形係数と水分飽和度及び乾燥密度との関係式を取得した。また、緩衝

材の膨潤圧を測定する試験を実施し、②膨潤圧と乾燥密度との関係式を取得した。熱特性に

ついては、これまでに取得された計測データに基づき、③熱伝導率の水分飽和度及び乾燥密

度との関係、④比熱の水分飽和度及び乾燥密度との関係として整理した。水理特性について

は、これまでに得られている計測データに基づき、⑤固有透過度と乾燥密度との関係につい

て整理した。これら物性値の密度依存性を考慮できるように THAMES のプログラムを更

新した。また、緩衝材の密度変化が生じた場合の水分特性曲線について検討を行った。 
そして、原子力機構が幌延深地層研究計画において実施している人工バリア性能確認試

験（花室，2014[15]）を対象とした再現解析を実施し、緩衝材中の温度や浸潤挙動及び応力

変形挙動に関する計測データとの比較を通じてモデルの適切性の確認と課題の抽出を行う

とともに、緩衝材の密度変化が温度や浸潤挙動へ及ぼす影響を把握した。さらに、第２次取

りまとめで示された廃棄体竪置きの人工バリア仕様を対象として、緩衝材の密度変化がニ

アフィールドの長期挙動に与える影響を分析するための事例的な解析を実施した。そして、

廃棄体からの放熱と人工バリア内への地下水浸潤にともない緩衝材が埋め戻し材側へ膨出

することによって生じる緩衝材の密度変化と、それが温度や浸潤挙動へ与える影響を定量

的に把握した。 
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図 1-1 ニアフィールドで想定される連成現象の相関マトリクス 

熱
（エネルギー保存則）

熱→水理
・温度勾配による水分移動
・透水性の温度依存性
・間隙水密度の温度依存性
・粘性係数の温度依存性

熱→力学
・熱応力の発生
・力学特性の温度依存性

熱→化学
・平衡定数の温度依存性

熱←水理
・熱輸送
・熱物性の飽和度依性

水理
（連続の式）

水理→力学
・膨潤圧の発生
・力学特性の飽和度依存性

水理→化学
・飽和度に応じた液相濃度変化

熱←力学
・熱物性の密度依存性

水理←力学
・飽和度の変化
・透水性の密度依存性

力学
（つり合い式）

力学→化学

熱←化学 水理←化学
・透水性の変化

力学←化学
・膨潤圧の変化
・力学特性の変化

化学
（電気的中性の式）
（電子保存の式）
（質量保存の式）

（固相の質量作用の式）
（水溶性化学種の質量作用の式）
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2. 熱－水－応力連成解析コードの概要 

 

熱－水－応力連成解析コード（THAMES）は、熱、水理及び応力変形の支配方程式を有

限要素法によって離散化し、相互作用を扱う非線形問題に対して各時間ステップで反復計

算することによって計算精度を高めている。以下に、それぞれの支配方程式を示す（千々松

ほか，2003[16]）。 
 
① 熱移動の支配方程式 

THAMES では、固相、液相及び気相の三相で構成される岩盤及び緩衝材中の熱移動現象

が、以下に示すエネルギー保存則でモデル化されている。なお、気相－液相間の相変化や気

相中の熱移動については考慮されておらず、間隙水は全て液状水として存在すると仮定さ

れている。 
 

�
��� �𝜌𝜌�𝐶𝐶�𝑞𝑞�𝑇𝑇� �

�
��� �𝜆𝜆�

��
���� �

�
�� �𝜌𝜌�𝐶𝐶�𝑇𝑇� � �  (2-1) 

  
ここに、𝜌𝜌：密度、𝐶𝐶：比熱、𝜌𝜌�：液相ダルシー流速、𝜆𝜆：熱伝導率、𝑇𝑇 ：温度、添え字𝑙𝑙 、
𝑚𝑚 はそれぞれ液相、固相である。左辺第一項は、液相流動にともなう移流効果、左辺第二

項は、温度勾配による伝導効果、左辺第三項は、固相の貯留効果を示す。 
 
② 水移動の支配方程式 

THAMES では、緩衝材中の温度が 100℃以下となることを前提としており、液状水と蒸

気水の移動を個別には取り扱わずに、水分勾配及び温度勾配を駆動力として水移動の支配

方程式を構築している。水分勾配による移動フラックスは透水係数、温度勾配による移動フ

ラックスは温度勾配水分拡散係数を用いて表現している。 
 

� �
��� �𝜉𝜉𝜌𝜌�𝑘𝑘�

��
��� � �� � 𝜉𝜉� ������

������
��� � 𝜌𝜌�𝐷𝐷� ��

���� �
�
�� �𝜌𝜌�𝑛𝑛�𝑆𝑆�� � � (2-2) 

  
ここに、𝑘𝑘�：比透水係数、𝜃𝜃：体積含水率、𝜉𝜉：不飽和パラメータ（飽和で 0、不飽和で 1）、
𝜅𝜅：固有透過度、𝜓𝜓：圧力水頭、𝑧𝑧：位置水頭、𝜇𝜇�：液相粘性係数、𝑔𝑔：重力加速度、𝐷𝐷�：温

度勾配水分拡散係数、𝑛𝑛�：間隙率、𝑆𝑆�：水分飽和度である。左辺第一項、第二項は、全水頭

勾配による水の移動効果、左辺第三項は、温度勾配による水の移動効果、左辺第四項は、貯

留効果を示す。 
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③ 力学挙動の支配方程式 
THAMES では、静的条件を仮定した運動量保存則に基づく全応力の釣り合い条件から力

学挙動をモデル化している。全応力増分は、圧縮を正とすると次式で表される。 
 

Δ𝜎𝜎�� � �
� 𝐶𝐶�����Δ𝑢𝑢��� � Δ𝑢𝑢���� � �� � ��Δ𝑃𝑃�𝛿𝛿�� � Δ𝜎𝜎��𝛿𝛿�� � �

���� 𝛼𝛼�Δ𝑇𝑇𝑇𝑇��  (2-3) 
 

ここに、𝐶𝐶����：変形係数テンソル、𝑢𝑢 ：変位、𝑃𝑃�：水圧、𝛿𝛿��：クロネッカーのデルタ、𝜎𝜎��：
膨潤圧、𝐸𝐸：変形係数、𝜈𝜈：ポアソン比、𝛼𝛼�：固相の熱線膨張係数、𝑇𝑇：温度である。 
𝐶𝐶����は、𝐸𝐸と𝜈𝜈で次式で表される。 
 

𝐶𝐶���� � �
����� �

�
� �𝛿𝛿��𝛿𝛿�� � 𝛿𝛿��𝛿𝛿��� � �

���� 𝛿𝛿��𝛿𝛿��� (2-4) 
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3. 熱－水－応力連成解析コードの高度化 

 

前述したように、これまでに開発した THM 連成解析コード（THAMES）は、密度依存

性を有する緩衝材の熱物性、水理特性及び力学特性について、密度変化によって生じるこれ

ら特性値の変化が考慮されていない。そのため、例えば、廃棄体竪置きの人工バリア仕様に

おいて、緩衝材が膨潤して埋め戻し材側に膨出し、緩衝材の密度が低下するような場合の連

成挙動が正しく評価できていないといった課題があった。そこで、膨潤変形などによる緩衝

材の密度変化が力学特性、熱特性及び水理特性へ与える影響を考慮するため、緩衝材の変形

係数、膨潤圧、熱伝導率、比熱及び固有透過度について密度依存性を考慮した関係式を構築

した。また、水分特性曲線の密度依存性を考慮する場合の設定方法について検討を行った。

表 3-1 に実施項目を示す。 
実際の THAMES での解析においては、ある時間ステップにおいて計算された緩衝材の

乾燥密度を用いて、3.1 節～3.5 節で示した手法によって変形係数、膨潤圧、熱伝導率、比

熱及び固有透過度を算定する。そして、これらの値を次の時間ステップでの計算に反映する

ことで、力学特性、水理特性及び熱特性の密度依存性を考慮できるようにプログラムの改良

を行った。緩衝材の密度変化による特性値の変化を考慮した THM 連成モデルのスキーム

を図 3-1 に示す。 
以下に、実施項目 3.1～3.6 の詳細について述べる。 

 

  

 

図 3-1 緩衝材の密度変化を考慮した THM 連成モデル 

 

Thermal
（温度）

Hydrological
（流速・飽和度）

Mechanical
（応力変形）

温度勾配による水移動

水理特性の変化

熱輸送

熱特性の変化

（下線付きが本研究で追加したスキーム）
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表 3-1 解析コードの高度化に向けた実施項目 

実施項目 実施内容 

3.1 変形係数の密度依存性の導入 緩衝材の一軸圧縮試験を実施し、変形係数の乾燥密度及

び水分飽和度との関係について整理した。得られた関係式

を THAMES に導入し、解析で計算される乾燥密度と水分飽

和度から変形係数が設定されるようにプログラムを更新し

た。 

3.2 膨潤圧の密度依存性の導入 緩衝材の膨潤圧を測定する試験を実施し、乾燥密度と最

大膨潤圧の関係を整理した。得られた関係式を THAMES

に導入し、解析で計算される乾燥密度から最大膨潤圧が

設定されるようにプログラムを更新した。 

3.3 熱伝導率の密度依存性導入 緩衝材の熱伝導率の測定結果に基づき、熱伝導率の乾燥

密度と水分飽和度との関係について整理した。得られた関

係式を THAMES に導入し、解析で計算される乾燥密度と水

分飽和度から熱伝導率が設定されるようにプログラムを更

新した。 

3.4 比熱の密度依存性導入 緩衝材の比熱の測定結果に基づき、比熱に対する乾燥密

度と含水比の関係について整理した。比熱については顕著

な密度依存性が認められないことから、ここでは含水比と

の関係式を THAMES に導入した。解析で計算される含水

比から比熱が設定されるようにプログラムを更新した。な

お、含水比は水分飽和度と乾燥密度の解析結果から求め

る。 

3.5 固有透過度の密度依存性導入 緩衝材の固有透過度と有効粘土密度の関係式を THAMES 

に導入し、解析で計算される乾燥密度から固有透過度が

設定されるようにプログラムを更新した。そして、透過する

溶液が蒸留水、人工海水及び幌延地下水の場合につい

て、それぞれの関係式を解析の入力ファイル上で選択でき

る設定とした。 

3.6 密度変化を考慮した水分特性

曲線の設定方法の検討 

現状の THAMES における飽和・不飽和浸透流解析では、

圧力水頭と体積含水率の関係を表す水分特性曲線に基づ

き水分飽和度が求められている。しかしながら、この体積

含水率は、初期に設定した乾燥密度から与えられており、

緩衝材の密度変化を考慮することができない。そこで、密

度依存性を考慮した水分特性曲線の設定方法について検

討を行った。本研究では、検討に止まり、THAMES への導

入は行っていない。 
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3.1 変形係数の密度依存性の導入 

 
緩衝材の変形係数の密度依存性に関する関係式を取得するために、緩衝材の水分飽和度

及び乾燥密度をパラメータとした一軸圧縮試験を実施した。ここでは，表 3-1-1 に示すよう

に、供試体の乾燥密度が 1.6Mg/m3、1.5Mg/m3、1.4Mg/m3 及び 1.3Mg/m3、初期含水比が

7.8%～40.3%について、合計 16 ケースの試験を実施した。供試体寸法は、直径 5cm×高さ

10cm である。供試体材料は、ベントナイトのクニゲル V1 とケイ砂の混合材料（ケイ砂混

合率は 30wt%）である。ケイ砂には、珪砂 3 号と、パール 5 号を乾燥質量比 1：1 で混合し

たものを用いた。使用したクニゲルV1のメチレンブルー吸着量は87mmol/100gであった。

また、クニゲル V1、珪砂 3 号、パール 5 号の土粒子密度は、それぞれ、2.760 Mg/m3、2.644 
Mg/m3、2.658Mg/m3であった。試験温度は室温である。 

一軸圧縮試験の結果を図 3-1-1 から図 3-1-3 に示す。図 3-1-1 は、各乾燥密度の供試体の

含水比と一軸圧縮強度 qu の関係、図 3-1-2 は含水比と変形係数 E50の関係、図 3-1-3 には、

水分飽和度と変形係数の関係を示している。図中の直線は、最小二乗法によって求めた回帰

直線である。これより、供試体の乾燥密度が大きくなるに従い、一軸圧縮強度、変形係数と

もに大きくなり、含水比、水分飽和度が高くなるに従って小さくなっていることが分かる。 
 

表 3-1-1 一軸圧縮試験ケース 

試験ケース 
乾燥密度 初期含水比 初期含水比 水分飽和度 

(Mg/m3) の設定値 (%) (%) 

QU-16-NWC 1.6 

自然含水比 7.8   

29.9  

QU-15-NWC 1.5 26.2  

QU-14-NWC 1.4 22.2  

QU-13-NWC 1.3 19.3  

QU-16-SR50 1.6 
初期水分飽和度が

50%になるように 

初期含水比を設定 

12.9  49.7  

QU-15-SR50 1.5 15.0  50.4  

QU-14-SR50 1.4 17.4  49.0  

QU-13-SR50 1.3 20.2  49.4  

QU-16-SR80 1.6 
初期水分飽和度が

80%になるように 

初期含水比を設定 

20.7  79.9  

QU-15-SR80 1.5 24.0  79.3  

QU-14-SR80 1.4 27.8  79.8  

QU-13-SR80 1.3 32.2  81.5  

QU-16-SR100 1.6 
初期水分飽和度が

100%になるように

初期含水比を設定 

25.9  95.1  

QU-15-SR100 1.5 30.0  95.6  

QU-14-SR100 1.4 34.8  96.5  

QU-13-SR100 1.3 40.3  95.5  
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図 3-1-1 一軸圧縮強度と含水比の関係 

 

 
 

図 3-1-2 変形係数と含水比の関係 
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図 3-1-3 変形係数と水分飽和度の関係 

 
これらの測定結果から、変形係数と水分飽和度及び乾燥密度の関係式を導出した。ここで、

変形係数𝐸𝐸��（MPa）を、次式に示すような水分飽和度𝑆𝑆�（%）との関係式で表すこととす

る。 
 
𝐸𝐸�� � 𝑎𝑎�𝑆𝑆� � ���� � 𝑏𝑏 (3-1-1) 
 
上式における係数𝑎𝑎は、図 3-1-3 で示した線形近似した直線の傾きであり、乾燥密度𝜌𝜌�

（Mg/m3）との関係で整理すれば、図 3-1-4 のようになり、その回帰曲線を次式で表すこと

とする。 
 

𝑎𝑎 � ���������������� (3-1-2) 
 
一方、式（3-1-1）における係数𝑏𝑏は、図 3-1-3 に示す各乾燥密度の水分飽和度 100%の時

の切片の値であり、乾燥密度𝜌𝜌�（Mg/m3）との関係は図 3-1-5 のようになる。これより、乾

燥密度 1.5Mg/m3については、小さめの値を示しているが、変形係数は、乾燥密度の増加と

ともに大きくなると考えられるため、その回帰直線を次式で表すこととする。 
 

𝑏𝑏 � �����𝜌𝜌� � ������ (3-1-3) 
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図 3-1-6 には、式（3-1-1），（3-1-2）及び（3-1-3）により算出した乾燥密度と変形係数の

関係を示す。 
以上、式（3-1-1）～式（3-1-3）を THAMES に導入することによって、30wt%ケイ砂混

合体について、変形係数の水分飽和度依存性及び密度依存性を考慮でき、そのため、浸潤過

程における緩衝材の膨潤挙動をより現実的に計算できるようになった。 
 

 
図 3-1-4 近似式（式 3-1-1）の傾き（正負逆）と乾燥密度の関係 

 

 

図 3-1-5 近似式（式 3-1-1）の切片と乾燥密度の関係 
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図 3-1-6 変形係数の測定結果と関数式の比較 

 
 

3.2 膨潤圧の密度依存性の導入 

 
供試体の乾燥密度をパラメータとして膨潤圧試験を実施し、乾燥密度と膨潤圧の関係を

取得した。膨潤性粘土の膨潤圧の測定方法は、地盤工学会などで標準化されていないが、一

般には、土の圧密試験装置に類似した装置が用いられている。膨潤圧測定試験は、写真 3-2-
1 に示した試験装置を用いた。本装置は、供試体を金属製の容器内に収め、膨潤圧を測定す

るための圧力計とともに反力枠で固定する構造となっている。体積を固定した状態の供試

体の下端から蒸留水を浸潤させ、供試体上端に発生する圧力の時間変化を計測した。供試体

の寸法は、直径 6cm×高さ 2cm とした。ここでは、表 3-2-1 に示すように、供試体の乾燥密

度が 1.6Mg/m3、1.5Mg/m3、1.4Mg/m3及び 1.3Mg/m3、初期含水比が 7.2%～32.2%につい

て、合計 12 ケースの試験を実施した。 
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写真 3-2-1 膨潤圧試験装置 

 

表 3-2-1 膨潤圧試験ケース 

試験ケース 
乾燥密度 初期含水比 初期含水比 水分飽和度 

(Mg/m3) の設定値 (%) (%) 

SP-16-NWC 1.6 

自然含水比 

7.2  27.7  

SP-15-NWC 1.5 7.2  23.8  

SP-14-NWC 1.4 7.2  20.6  

SP-13-NWC 1.3 7.2  17.8  

SP-16-SR50 1.6 初期水分飽和

度が 50%にな

るように初期

含水比を設定 

12.9  49.9  

SP-15-SR50 1.5 15.0  50.0  

SP-14-SR50 1.4 17.4  50.1  

SP-13-SR50 1.3 20.2  50.1  

SP-16-SR80 1.6 初期水分飽和

度が 80%にな

るように初期

含水比を設定 

20.7  80.0  

SP-15-SR80 1.5 24.0  80.0  

SP-14-SR80 1.4 27.8  80.0  

SP-13-SR80 1.3 32.2  80.0  

 
膨潤圧の時間変化に関する測定結果を、図 3-2-1～図 3-2-7 に示す。このうち、図 3-2-1～

図 3-2-3 は、供試体の乾燥密度の違いによる膨潤圧への影響を把握するために測定結果を整

理したものであり、図 3-2-1 は供試体作製時の含水比が 7.2%（自然含水比）の場合、図 3-
2-2 は供試体の初期水分飽和度が 50%の場合、図 3-2-3 は、供試体の初期水分飽和度が 80%
の場合である。いずれにおいても、乾燥密度が大きくなるほど発生する膨潤圧の値は大きく

なっており、最大で 0.5MPa 程度の差が生じていることが分かる。 
また、図 3-2-4～3-2-7 は、初期水分飽和度の違いによる膨潤圧への影響を把握するため

に測定結果を整理したものであり、図 3-2-4 は、供試体の乾燥密度が 1.6Mg/m3 について、
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図 3-2-5 は、1.5Mg/m3、図 3-2-6 は、1.4Mg/m3、図 3-2-7 は、1.3Mg/m3の場合である。こ

れより、初期水分飽和度が大きい程、膨潤圧が平衡となった時の値が大きくなる傾向にある

が、最大でも 0.1MPa 程度であり、乾燥密度に比べて膨潤圧に及ぼす影響は小さくなって

いる。ここでは、膨潤圧に及ぼす供試体の初期含水比の影響は無視し、乾燥密度と平衡膨潤

圧の関係について整理すると図 3-2-8 のようになる。そして、乾燥密度𝜌𝜌�（Mg/m3）と、膨

潤圧𝜎𝜎（MPa）関係として、図 3-2-8 の回帰曲線から次式を得た。 
 

𝜎𝜎 � ��������������� (3-2-1) 
 

以上、式（3-2-1）を THAMES に導入することによって、膨潤圧の密度依存性を考慮で

きるようにプログラムを更新した。 
 

 
図 3-2-1 膨潤圧試験結果（供試体自然含水比状態） 

 

 

図 3-2-2 膨潤圧試験結果（供試体の初期水分飽和度 50%） 
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図 3-2-3 膨潤圧試験結果（供試体の初期水分飽和度 80%） 

 

 

図 3-2-4 膨潤圧試験結果（供試体の初期乾燥密度 1.6Mg/m3） 

 

 

図 3-2-5 膨潤圧試験結果（供試体の初期乾燥密度 1.5Mg/m3） 
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図 3-2-6 膨潤圧試験結果（供試体の初期乾燥密度 1.4Mg/m3） 

図 3-2-7 膨潤圧試験結果（供試体の初期乾燥密度 1.3Mg/m3） 

図 3-2-8 乾燥密度と膨潤圧の関係 
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3.3 熱伝導率の密度依存性の導入 

 

緩衝材の密度変化が熱物性に及ぼす影響を考慮するため、これまでに取得されている熱

伝導率と乾燥密度との関係について再整理を行った。 
緩衝材の熱伝導率は、クニゲル V1 単体及び 30wt%ケイ砂混合体に関して、図 3-3-1 及び

図 3-3-2 に示すような結果が得られており、熱伝導率𝜆𝜆（W/mK）と含水比𝜔𝜔（%）との関係

は式（3-3-1）から式（3-3-7）のようになる（菊池・棚井，2003[17]）。 
 
クニゲル V1 単体の場合 
乾燥密度 1.2Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� (3-3-1)  

乾燥密度 1.4Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� (3-3-2) 

乾燥密度 1.6Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� (3-3-3) 

乾燥密度 1.8Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔�    (3-3-4) 

 
30wt%ケイ砂混合体の場合 

乾燥密度 1.4Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� � ���� � ����𝜔𝜔�    (3-3-5) 

乾燥密度 1.6Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� � ���� � ����𝜔𝜔�    (3-3-6) 

乾燥密度 1.8Mg/m3 
𝜆𝜆 � ���� � ���� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� � ���� � ����𝜔𝜔�    (3-3-7) 
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図 3-3-1 クニゲル V1 単体の熱伝導率の測定結果 

（菊池・棚井，2003[17]，図 4-2，p.9） 

 

 

図 3-3-2 30wt%ケイ砂混合体の熱伝導率の測定結果 

（菊池・棚井，2003[17]，図 4-3，p.9） 
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これらのデータを、熱伝導率を乾燥密度𝜌𝜌�（Mg/m3）と含水比𝜔𝜔（%）の関係式で整理す

ると、次式のようになる。 
 
クニゲル V1 単体の場合 

� � ����� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� � ����𝜌𝜌� (3-3-8) 
  

30wt%ケイ砂混合体の場合 
� � ����� � ���� � ����𝜔𝜔 � ���� � ����𝜔𝜔� � ����𝜌𝜌� (3-3-9) 

 
式（3-3-8）及び式（3-3-9）により算出される熱伝導率を測定値と比較して図 3-3-3 及び

図 3-3-4 に示す。 
 

  
図 3-3-3 クニゲル V1 単体の熱伝導率の測定結果と関係式 

 

  
図 3-3-4 30wt%ケイ砂混合体の熱伝導率の測定結果と関係式 
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また、乾燥密度と含水比から水分飽和度を求め、熱伝導率を水分飽和度𝑆𝑆�（%）の関数と

して再整理した結果を図 3-3-5 及び図 3-3-6 に示す。また、関係式は以下の通りである。 
 
クニゲル V1 単体の場合 

� � ���� � ���� � ���� � ����𝑆𝑆� � ���� � ����𝑆𝑆�� � ���� � ����𝑆𝑆��       (3-3-10) 
  

30wt%ケイ砂混合体の場合 
� � ���� � ���� � ���� � ����𝑆𝑆� � ���� � ����𝑆𝑆�� � ���� � ����𝑆𝑆��     (3-3-11) 

 
以上より、熱伝導率として、式（3-3-8）及び式（3-3-9）を THAMES に導入することに

よって、熱伝導率の密度依存性を考慮できるようにプログラムを更新した。 
 

  
図 3-3-5 クニゲル V1 単体の熱伝導率と水分飽和度の関係 

 

  
図 3-3-6 30wt%ケイ砂混合体の熱伝導率と水分飽和度の関係 
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3.4 比熱の密度依存性導入 

 

緩衝材の比熱𝑐𝑐（kJ/(kgK)）は、クニゲル V1 単体及び 30wt%ケイ砂混合体について、図

3-4-1 及び図 3-4-2 のような測定結果が得られている（菊池・棚井，2003[17]）。これらの図

から、緩衝材の比熱については、顕著な密度依存性は確認できない。そのため、比熱は、含

水比𝜔𝜔（%）の関数として次式で表すこととし、これを THAMES に組み込んだ。 
 

クニゲル V1 単体の場合 
 

𝑐𝑐 � �����������
�����        (3-4-1) 

 
30wt%ケイ砂混合体の場合 
 

𝑐𝑐 � �����������
�����                        (3-4-2) 

 
 
 

  
図 3-4-1 クニゲル V1 単体の比熱と含水比の関係 

（菊池・棚井，2003[17]，図 4-8，p.18） 
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図 3-4-2 30wt%ケイ砂混合体の比熱と含水比の関係 

（菊池・棚井，2003[17]，図 4-9，p.18） 

 
3.5 固有透過度の密度依存性導入 

 

緩衝材の固有透過度𝜅𝜅（m2）は、有効粘土乾燥密度𝜌𝜌�（Mg/m3）の関数として、図 3-5-1
に示すような結果が得られている（菊池・棚井，2004 [18]）。固有透過度は、透過する溶液

によって異なる値を示し、蒸留水、人工海水及び幌延地下水に対してそれぞれ次式のように

なる。次式を THAMES に組み込み、透過する地下水組成に応じた選択が可能とし、固有透

過度の密度依存性を考慮することとした。 
 

蒸留水の場合（松本ほか，1997 [19]） 
𝜅𝜅 � ����������� � ������𝜌𝜌� � �����𝜌𝜌��� (3-5-1) 

 
人工海水の場合（菊池ほか，2003 [20]） 

𝜅𝜅 � ����������� � ������𝜌𝜌� � �����𝜌𝜌��� (3-5-2) 
 

幌延地下水の場合（菊池・棚井，2004 [18]） 
𝜅𝜅 � ����������� � �����𝜌𝜌� � �����𝜌𝜌��� (3-5-3) 

 
有効粘土乾燥密度 b （Mg/m3）は次式から求める。 

 

s

s
d

sd
b R

R












100

100  (3-5-4) 
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ここで、𝑅𝑅�：ケイ砂混合率（%）、𝜌𝜌�：ケイ砂の土粒子密度（Mg/m3）で、2.64Mg/m3（核燃

料サイクル開発機構，1999 [4]）である。 
 

 

 

図 3-5-1 緩衝材の固有透過度と有効粘土密度の関係 

 （菊池・棚井、2004 [18]，図 3.5-2，p.29） 

 

 

3.6 密度変化を考慮した水分特性曲線の設定方法の検討 

 

緩衝材の体積含水率𝜃𝜃（-）、水分飽和度𝑆𝑆�（-）、間隙率𝑛𝑛�（-）の関係は以下のようになる。 
 

𝜃𝜃 � 𝜔𝜔𝜌𝜌�  (3-6-1) 
 

𝑆𝑆� � �� � 𝑛𝑛��𝜔𝜔𝜔𝜔� (3-6-2) 
 

𝑛𝑛� � � � ��
��  (3-6-3) 

ここで、𝜔𝜔は含水比（-）、𝐺𝐺�は真密度（Mg/m3）である。 
緩衝材のサクションは、熱電対サイクロメータを用いて、様々な含水比の試料を対象に測

定を行い、図 3-6-1 に示すような結果が得られている（鈴木・藤田，1999 [21]）。飽和・不

飽和浸透流解析においては、サクションと体積含水率の関係を表す水分特性曲線が必要と

なるが、これまでの水分特性曲線は、サクションの測定結果に基づき、緩衝材の乾燥密度が
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1.6Mg/m3であるとすれば、式（3-6-1）に従い、含水比に乾燥密度を乗じて体積含水比に変

換し、次式に示す van Genuchten モデル（van Genuchten，1980 [22]）でフィッティング

することで設定を行っていた（図 3-6-2）。 
 

𝑆𝑆� � ����
���� � �� � �𝛼𝛼𝜓𝜓�����    � � � � �

� (3-6-4) 

 
ここで、𝑆𝑆�は有効飽和度（—）、𝜓𝜓はサクション（mH2O）であり、30wt%ケイ砂混合体の緩

衝材においては、飽和時の体積含水率𝜃𝜃� � �����、最小体積含水率𝜃𝜃� � �����、𝛼𝛼と 𝑛𝑛はフィ

ッティングパラメータで、それぞれ、8.0×10-3m-1、1.68 となる。 
 

  
図 3-6-1 30wt%ケイ砂混合体のサクションの測定結果 

 

  
図 3-6-2  30wt%ケイ砂混合体のサクションの測定結果に基づき設定した水分特性曲線 

（乾燥密度 1.6Mg/m3 の場合） 
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これまでの THAMES は、式（2-2）の水移動の支配方程式で示すように、計算で求めら

れる圧力水頭𝜓𝜓（mH2O）から、式（3-6-4）で与えた水分特性曲線を介して体積含水率が計

算され、式（3-6-1）及び式（3-6-2）から水分飽和度が求められている。しかしながら、式

（3-6-4）及び図 3-6-2 は、緩衝材の乾燥密度が 1.6 Mg/m3 の場合の水分特性曲線であり、

密度依存性は考慮されておらず、水分飽和度の計算においては、緩衝材の応力変形による密

度変化は反映されていない。 
そこで、緩衝材の密度変化を考慮した水分特性曲線を与える手法について検討を行った。

図 3-6-3 に示すように、ある不飽和状態の供試体に圧縮による変形が生じ、供試体の密度が

大きくなった場合、式（3-6-1）～式（3-6-3）からも分かるように、体積含水率及び水分飽

和度の値は上昇する。一方、固相質量に対する液相質量の比を表す含水比については値の変

化は生じず、サクション変化は生じないと考えられる。このような現象を表現できるように、

緩衝材の含水比と、その解析ステップで得られた緩衝材の乾燥密度を用いて水分飽和度を

求め、これより水分特性曲線を設定する手法について検討を行った。 
 

  

図 3-6-3 不飽和な状態における緩衝材の圧縮変形 

 

図 3-6-2 で示したサクション（mH2O）と含水比（%）の関係について、図 3-6-4 のよう

に整理し、その回帰曲線として次式を得た。 
 

� � 𝑎𝑎𝜓𝜓� (3-6-5) 
 

ここで、𝑎𝑎と𝑏𝑏 はパラメータであり、30wt%ケイ砂混合体の場合は、𝑎𝑎 =124.07、𝑏𝑏 � ������ 
となる。 
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図 3-6-4 30wt%ケイ砂混合体の含水比とサクションの関係 

 
さらに、式（3-6-5）の含水比は、次式より水分飽和度𝑆𝑆�（-）に変換することができる。 
 

𝑆𝑆� � ���
𝑛𝑛𝑒𝑒�� (3-6-6) 

 
ここで、𝜔𝜔は含水比（-）、𝜌𝜌�は供試体の乾燥密度（Mg/m3）、𝜌𝜌�は水の密度（Mg/m3）、𝑛𝑛�は
間隙率（-）であり、式（3-6-6）を用いて、水分飽和度とサクションの関係を表すことがで

きる。 
次に、水分特性曲線の密度依存性を検討するために、図 3-6-4 で示した含水比とサクショ

ンの関係について、式（3-6-6）によって、乾燥密度 1.2～1.8Mg/m3 の間で 0.1Mg/m3 ごと

の水分飽和度に変換し、サクションとの関係で整理したものを図 3-6-5 に示す。これより、

密度依存性を考慮した水分特性曲線として次式を得た。 
 

𝑆𝑆� � 𝑎𝑎𝑛𝑛��𝜓𝜓ｃ (3-6-7) 
 
ここで、𝑎𝑎、𝑏𝑏及び𝑐𝑐はパラメータであり、30wt%ケイ砂混合体の場合は、𝑎𝑎 � ������、𝑏𝑏 �
�����、𝑐𝑐 � ������となる。図 3-6-5 中には、式（3-6-7）で与えられる値を曲線で示してい

る。なお、式（3-6-7）で得られた値が 1 以上となる時は、𝑆𝑆� � �とする。 
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図 3-6-5 30wt%ケイ砂混合体の水分飽和度とサクションの関係 

 
以上、緩衝材の密度依存性を考慮した水分特性曲線の設定方法について検討を行った。し

かしながら、式（3-6-7）で与えられる水分特性曲線は、図 3-6-5 から分かるように、緩衝材

が飽和した時点で大きなサクション（負の圧力水頭）が残留する。土壌の保水特性は、水は

主として土壌の表面張力（毛管圧）で保持されると考えられており、サクションがゼロに近

い時に、土壌は飽和に近くなるのが一般的な考え方であるから、式（3-6-7）では、水分飽

和度が高い時のサクションが適切に表現できていないことになる。このようなことから、本

検討結果に基づく水分特性曲線の密度依存性について、THAMES への導入を見送ることと

した。緩衝材が飽和した時点でサクションがゼロとなる関数モデルとしては、式（3-6-4）
で示した van Genuchten モデルがその一例であるが、近年、このモデルを拡張し、保水特

性の密度依存性とともに温度の影響までを考慮したモデルが提案されている（菊本ほか，

2009 [23]）。今後は、このような水分特性曲線の拡張モデルの THAMES への導入に向け、

密度依存性を考慮した水分特性曲線モデルの構築が課題としてあげられる。 
 
3.7 まとめ 

 

熱－水－応力連成解析モデル（THAMES）において、緩衝材の密度変化が力学特性、熱

特性及び水理特性へ与える影響を考慮するため、緩衝材の変形係数、膨潤圧、熱伝導率、及

び固有透過度について密度依存性を考慮した関係式を導入した。そして、THAMES で計算

される時間ステップごとの乾燥密度を、次の時間ステップの乾燥密度に反映させるととも

に、その乾燥密度に応じた力学特性、水理特性及び熱特性の変化を考慮できるようにプログ

ラムの改良を行った。 
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4. 幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試験に基づく 

熱－水－応力連成解析モデルの信頼性確認 

 
4.1 概要 

 

ここでは、第 3 章で示した緩衝材の変形係数、膨潤圧、熱伝導率及び固有透過度の密度依

存性を導入した熱－水－応力連成解析モデル（THAMES）を用いて、原子力機構が幌延深

地層研究計画において実施している人工バリア性能確認試験（花室，2014 [15]）を対象と

した再現解析を実施した。そして、原位置で得られた温度や浸潤挙動及び応力変形挙動に関

する計測データとの比較を通じて、熱－水－応力連成モデルの適切性の確認を行うととも

に、緩衝材の密度変化が温度や浸潤挙動へ及ぼす影響を把握した。 
 

4.2 解析条件 

 

幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試験（花室，2014 [15]）を構成するガ

ラス固化体からの発熱を考慮可能なヒーターを含むオーバーパックを模擬した金属容器、

緩衝材、緩衝材と岩盤の隙間に充填した砂層、埋め戻し材、支保コンクリート、路盤、コン

クリートプラグ及び岩盤について、33,480 節点、29,808 要素でモデル化した（図 4-1）。モ

デル化の範囲は、坑道を中心に鉛直方向の対称性を仮定した 1/2 とし、温度に対して境界の

影響が生じないように、ガラス固化体を模擬したヒーターから 25m 以上を確保した。 
熱的な境界条件として、モデル上下両端面及び背面は、初期温度での固定境界、モデル前

面及び左右両端面は断熱境界とした。水理的境界条件は、モデル上下両端面及び背面は、初

期圧力水頭での固定境界、モデル前面及び左右両端面は不透水境界とした。力学的境界条件

は、岩盤、支保、路盤及びコンクリートプラグの節点変位を固定とし、それ以外の節点につ

いて、モデル前面は x 及び z 方向に対してスライド境界、モデル左右両端面は、y 及び z 方

向に対してスライド境界とした。地下水位は、原位置での計測結果に基づき、人工バリア性

能確認試験が実施されている地表面から-350m の全水頭を 22mH2O とした。また、試験条

件に合わせて、緩衝材底面及び埋め戻し材中に設置した注水管からの加圧注水を考慮した

（図 4-2）。初期温度は全領域で 23℃とし、オーバーパックを模擬した金属容器の表面の温

度は、一週間で 90℃に段階的に上昇させ、その後は、90℃で一定とした（図 4-3）。解析評

価期間は、10 年後までとした。 
解析に用いた岩盤、支保、路盤、埋め戻し材、緩衝材及びオーバーパックを模擬した金属容

器の諸物性を表 4-1 に示す。緩衝材と岩盤の隙間に充填した砂の物性は、真密度 2.51Mg/m3、

乾燥密度 1.4 Mg/m3、初期水分飽和度 1.00、間隙率 0.442、固有透過度 1.00×10-13m2、熱伝

導率 2.04W/mK、比熱 1,277J/kgK とし、力学的な物性値は岩盤と同一の設定とした。支保、

路盤及びプラグは同一のものと仮定し、第 2 次 TRU レポートにおいて軟岩系岩盤に対する

吹き付けコンクリートの仕様に準じて、間隙率及び真密度を設定した（電気事業連合会・核
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燃料サイクル開発機構，2005 [24]）。また、熱物性値及び線膨張係数は、コンクリート標準

示方書に基づき設定した（土木学会，2007 [25]）。埋め戻し材は、下側半分が原位置での転

圧による締固め施工で乾燥密度が 1.2Mg/m3、上側半分が金型を用いて圧縮成形した乾燥密

度が 1.4Mg/m3のブロックを積み重ねる方法で施工されており、それぞれの密度に応じた物

性値を与えた。これらの物性値は、国際共同研究 DECOVALEX において、本試験を対象と

したベンチマーク解析で用いられた値に準じた（Sugita et al., 2016 [8]）。緩衝材について

は、埋め戻し材側への膨出にともない密度低下が生じることが予想されることから、第 3 章

で示したように、変形係数、膨潤圧、熱伝導率及び固有透過度の密度依存性を考慮した。変

形係数は、一軸圧縮試験の結果に基づき、水分飽和度及び乾燥密度の関数として式（3-1-1）
を用いた。また、飽和状態における膨潤圧は、乾燥密度の関数として式（3-2-1）で与えた。

水分飽和度と膨潤圧の関係については、3.2 節で示したような膨潤圧の時間変化の計測結果

に対して、THAMES を用いた再現解析による検討が行われており（操上，2003 [26]）、こ

れより、膨潤圧が水分飽和度に比例するモデルあるいは水分飽和度の平方根に比例するモ

デルの再現性が良いことが確認できる。ここでは、簡単化のために、膨潤圧が水分飽和度に

比例するとしたモデルを用い、初期水分飽和度から飽和の間で膨潤圧が線形的に増加する

と仮定した。 
 
 

 
 

図 4-1 人工バリア性能確認試験の解析評価に用いた解析メッシュモデル 
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図 4-2 緩衝材及び埋め戻し材への加圧注水条件 

 

 
図 4-3 オーバーパックを模擬した金属容器表面の温度境界条件 

 
表 4-1 人工バリア性能確認試験の解析評価に用いた物性値 

パラメータ 単位 岩盤 

支保 

路盤 

プラグ 

埋め戻し材 

（下側） 

埋め戻し材 

（上側） 
緩衝材 

オーバーパッ

クを模擬した

金属容器 

真密度 Mg/m3 2.454 2.620 2.593 2.593 2.680 7.800 

乾燥密度 Mg/m3 1.354 2.280 1.200 1.400 1.600 - 

空隙率 - 0.448 0.130 0.538 0.460 0.403 - 

変形係数 Pa 1.82×109 2.94×1010 1.00×105 3.00×106 式 3-1-1 2.00×1011 

ポアソン比 - 0.21 0.20 0.40 0.30 

線膨張係数 - 1.33×10-5 1.00×10-5 1.00×10-6 1.00×10-6 1.64×10-6 

初期水分飽和度 - 1.00 0.91 0.50 - 

熱伝導率 W/mK 式 4-1 2.56×100 式 4-1 式 3-3-11 5.30×101 

比熱 kJ/kgK 式 4-2 1.05×100 式 4-2 式 3-4-2 4.60×10-1 

固有透過度 m2 1.33×10-15 9.10×10-18 3.00×10-18 1.76×10-19 式 3-5-1 - 

水分特性曲線 - 式 3-6-4 - 

比透水係数 - 式 4-3 式 4-4 - 

温度勾配水分移

動係数 
m2/sK - - - - 1.00×10-11 - 

飽和膨潤圧 MPa - - 0.1 1.0 式 3-2-1 - 
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① 熱物性 

岩盤の熱伝導率𝜆𝜆（W/mK）と比熱𝑐𝑐（kJ/kgK）については、HDB-6 孔の岩石コアの室内

試験結果に基づき（山本ほか，2005 [27]）、木村ら（木村ほか，2010 [13]）に従い、式（4-
1）及び式（4-2）によって含水比𝜔𝜔（ %）の関数として設定した。また、埋め戻し材につい

ては、下側半分が原位置での締固めによる施工、上側半分がブロックを積み重ねる方法で施

工されているが（中山・大野，2019 [28]）、ここでは、乾燥密度 1.4 Mg/m3のブロック形状

の供試体に対する測定結果を用いて（日本原子力研究開発機構，2016 [29]）、岩盤と同様に、

式（4-1）及び式（4-2）により設定した。式（4-1）及び式（4-2）中におけるパラメータ𝑝𝑝�
～𝑝𝑝�は、表 4-2 の通りである。一方、緩衝材の熱伝導率については、密度依存性を考慮する

ため水分飽和度及び乾燥密度の関数として、第 3 章で示した式（3-3-11）を、比熱について

は式（3-4-2）を適用した。 
 

𝜆𝜆 � 𝑝𝑝� � 𝑝𝑝�𝜔𝜔 � 𝑝𝑝�𝜔𝜔� � 𝑝𝑝�𝜔𝜔� (4-1) 
 

𝑐𝑐 � ������
�����  (4-2) 

 
表 4-2 岩盤及び埋め戻し材の熱物性と含水比の関係に係るパラメータ 

 p1 p2 p3 p4 p5 p6 引用文献 

岩盤 5.79×10-1 1.97×10-2 0.00 0.00 6.26×101 3.20×100 木村ほか，2010 [13] 

埋め戻し材 3.39×10-1 2.97×10-2 0.00 0.00 4.00×101 4.18×100 日本原子力研究開発機構，2016 [29] 

 
 
② 水理特性 

不飽和水理特性は、工学規模の人工バリア試験や、幌延深地層研究計画における人工バリ

ア性能確認試験の評価に基づいた検討がなされており、岩盤、支保、路盤、プラグ、埋め戻

し材及び緩衝材の水分特性曲線は、式（3-6-4）に示した van Genuchten モデルにより設定

した。このうち、幌延の岩盤を対象としたサクションについては、知見が得られていないた

め、ここでは、幌延の地質と類似する泥岩に関する室内試験結果に基づき（堤ほか，1994 
[30]）、木村らの手法に準じてフィッティングパラメータである𝛼𝛼と𝑛𝑛を設定した（木村ほか，

2010 [13]）。また、人工バリア性能確認試験において施工されている支保、路盤及びプラグ

についてもサクションの測定が行われていないことから、ここでは、モルタルの供試体を対

象に、遠心法によって取得されている値を採用した（藤崎ほか，2008 [31]）。埋め戻し材に

ついては、乾燥密度 1.4 Mg/m3 のブロック形状の供試体に対するサクションの測定結果に

基づき設定した（日本原子力研究開発機構，2016 [29]）。緩衝材については、藤崎らが（藤

崎ほか，2008 [31]）、乾燥密度 1.6Mg/m3の供試体を対象に、サイクロメータ法によって取

得したサクションに基づく設定値を採用した。これら水分特性曲線のパラメータを整理し

て表 4-3 に示す。 
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また、比透水係数については、岩盤、支保、路盤、プラグ及び埋め戻し材に対して、次式

（van Genuchten，1980 [22]）により設定した。 
 

𝑘𝑘� � �
�� � �𝑆𝑆� �� � �� � 𝑆𝑆�����

���   𝑆𝑆� � ����
���� (4-3) 

 
ここで、𝑘𝑘�：比透水係数（-）、𝑘𝑘：不飽和透水係数（m/s）、𝑘𝑘�：飽和透水係数（m/s）、𝑆𝑆�：
有効水分飽和度（-）、𝑛𝑛：フィッティングパラメータ（-）であり、パラメータは表 4-3 の通

りである。一方、緩衝材の比透水係数については、浸潤試験結果（日本原子力研究開発機構，

2012 [32]）に基づいた飽和-不飽和浸透流解析によって求めた。試験は、ケイ砂 30wt%混合

体、乾燥密度 1.60Mg/m3、初期含水比 15.3%、直径 50 ㎜、高さ 100 ㎜の供試体に対して、

3.0wt%の NaCl 濃度の溶液を供試体下部より浸潤させ、その浸潤量を計測している。解析

物性値として、水分特性曲線については、式（3-6-4）を用い、パラメータは表 4-3 の通り

である。固有透過度については、浸潤試験で対象とした溶液の 3.0wt%NaCl を同様の濃度

として、式（3-5-2）から求められる人工海水に対する固有透過度として 1.29×10-18m2を用

いた。その結果、図 4-4（a）に示すように、浸潤試験の結果に比べて、解析結果の浸潤は速

く、比透水係数を極めて小さく設定した場合でも浸潤試験結果を再現することができなか

った。一方、図 4-4（b）に示すように、蒸留水を透過させた透水試験で得られる固有透過度

の 4.00×10-20m2を用いた場合には（核燃料サイクル開発機構，1999 [4]）、浸潤試験結果を

再現することが可能であったことから、ここでは、次式で示す比透水係数を用いることとし

た。 
 

𝑘𝑘� � 𝑆𝑆��  (4-4) 
 
ここで、𝑆𝑆�は水分飽和度（-）である。浸潤試験では、供試体に 3.0wt%NaCl の溶液を浸潤

させているが、この溶液に対する固有透過度を用いた場合に、浸潤試験の結果を再現するこ

とができなかった。この理由については、緩衝材中に初期に存在する間隙水と、浸潤水が混

合することで塩分濃度が変化し、3.0wt%の NaCl 溶液に対する固有透過度を用いることが

適切でないことが考えられる。このようなことから、塩水系地下水環境下での緩衝材の浸潤

挙動を適切に評価することを目的として、水理、物質移動及び地球化学反応を連成させ、緩

衝材の間隙水組成が水理特性に及ぼす影響を考慮した解析評価も行われている（日本原子

力研究開発機構，2018 [33]）。 
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表 4-3 不飽和水理特性における van Genuchten モデルのパラメータ 

 𝜃𝜃� 𝜃𝜃� 𝛼𝛼 𝑛𝑛 引用文献 

岩盤 

0.00 

0.386 9.93×10-3 2.01 木村ほか，2010 [13] 

支保・路盤・プラグ 0.130 3.80×10-1 1.11 藤崎ほか，2008 [31] 

埋め戻し材（下側） 0.538 
3.80×10-3 1.30 

日本原子力研究開発

機構，2016 [29] 埋め戻し材（上側） 0.460 

緩衝材 0.403 1.20×10-2 1.40 藤崎ほか，2008 [31] 
 

 
（a） 人工海水（3.0wt%NaCl）に対する固有透過度を用いた場合 

 

 

（b）蒸留水に対する固有透過度を用いた場合 

図 4-4 浸潤試験に基づく緩衝材の比透水係数の同定結果 
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以上、緩衝材の変形係数、膨潤圧、熱伝導率及び固有透過度について、これらの密度依存

性を考慮した熱－水－応力連成解析を実施し、これをケース 1 とした。また、ケース 1 と

の比較により緩衝材の密度変化が及ぼす緩衝材中の温度や浸潤挙動などへの影響を把握す

るため、緩衝材の密度変化を生じさせないケースとして、節点変位を拘束した熱－水（TH）

連成解析を実施した（ケース 2）。さらに、変形係数の密度依存性を考慮した式（3-1-1）を

用いたケース 1 の解析結果は、後述するように、幌延深地層研究計画における人工バリア

性能確認試験において、緩衝材中に設置された変位計によって得られた計測値と乖離が見

られた。そこで、変位量に関する計測値と一致させるような変形係数として、式（3-1-1）
で得られる値の 2/3 とした場合の解析をケース 3 として実施した。変形係数の設定根拠に

ついては後述する。各解析ケースとその条件を整理して表 4-4 に示す。 
 

表 4-4 人工バリア性能確認試験を対象とした解析ケース 

 
緩衝材物性値

の密度依存性 
緩衝材の変形係数の設定値 備考 

ケース 1 考慮する 式（3-1-1）で与える 
解析ケース 3 に比べて緩衝材

の密度変化が生じにくい条件 

ケース 2 考慮しない TH 解析のため力学に関する設定はない 
節点の変位を固定し緩衝材の

密度変化を生じさせない条件 

ケース 3 考慮する 式（3-1-1）の 2/3 で与える 
解析ケース 1 に比べて緩衝材

の密度変化が生じやすい条件 

 
 
4.3 解析結果 

 

緩衝材の密度変化に関する解析結果として、ケース 1 とケース 3 の初期状態から 10 年後

までの密度分布の変化を比較して図 4-5 に示す。ケース 1 の場合は、緩衝材の密度は初期

から大きく変化していない結果となっている。これに比べて、変形係数をケース 1 の 2/3 と

小さく設定したケース 3 では、岩盤からの地下水の浸潤によって緩衝材は膨潤し、緩衝材

の外側で密度が低下する一方で、オーバーパックを模擬した金属容器周辺では圧縮される

ことによって、初期の乾燥密度の 1.6Mg/m3よりも大きくなっている。また、緩衝材の上部

は、埋め戻し材側へ膨出し、その影響により乾燥密度が 1.5 Mg/m3程度まで低下している。

そして、緩衝材全体としては、密度が低下する方向に変化している結果となっている。なお、

図 4-5 に示した変形量は 10 倍表示とし、埋め戻し材、オーバーパックを模擬した金属容器

及び岩盤は非表示としている。 
次に、人工バリア性能確認試験において計測されている緩衝材中の温度、水分飽和度、鉛

直方向の変位及び応力の時間変化について、解析結果と比較して図 4-6 に示す。比較対象と

する計測値は、温度については熱電対（センサー番号 TE007）、水分飽和度についてはサイ
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クロメータ（センサー番号 PS003）、鉛直変位については変位計（センサー番号 DS001-1）、
応力については土圧計（センサー番号 TP011）によって得られた値である（中山ほか，2019 
[34]）。比較期間は、廃棄体を模擬したヒーターによる熱負荷を開始した平成 27 年 1 月から

平成 30 年 3 月までの約 1200 日間である。このうち、サイクロメータによって計測される

サクション値は、式（3-6-4）を用いて水分飽和度に変換している。 
緩衝材中の温度は、図 4-6（a）に示すように、試験における設定温度の変更や停電の影

響などに起因し計測値が大きく上下しているのに対して、解析においては、図 4-3 に示すよ

うに、7 日以降、オーバーパックを模擬した金属容器表面の温度を 90℃としているため、

概ね一定の温度で推移する結果となっている。今回の解析では、原位置試験における温度設

定を解析条件に反映するまでに至っていないことから、温度に関する解析結果の正確性に

ついて確認を行うことはできなかった。一方、温度環境に及ぼす緩衝材の密度依存性に関し

ては、緩衝材の変形係数に式（3-1-1）を用いたケース 1 と、緩衝材の応力変形を考慮しな

いケース 2 の結果がほぼ同じであった。そして、緩衝材の変形係数を式（3-1-1）の 2/3 と

小さく設定したケース 3 は、それ以外のケースに比べて温度が僅かながら高くなっている。

これは、緩衝材の外側が膨潤して密度が低下することによって、緩衝材外側の熱伝導性が低

下し、それよりオーバーパックを模擬した金属容器に近い出力ポイント A の温度が上昇し

たと考えられる。 
緩衝材の浸潤挙動については、図 4-6（b）に示すように、サイクロメータによって得ら

れた計測値と解析結果は概ね一致し、時間の経過とともに緩衝材中の水分が上昇している

様子を再現している。しかしながら、本解析では、塩水系である幌延地下水に対する固有透

過度ではなく、蒸留水に対する固有透過度を用いている。幌延深地層研究施設周辺の地下水

中の NaCl 濃度は、約 0.2mol/l（=1.18wt%）であり（藤田ほか，2007 [35]）、緩衝材中に

も、この塩濃度の地下水が浸潤すると考えられる。緩衝材の固有透過度は、式（3-5-1）と

式（3-5-3）から、乾燥密度が 1.6Mg/m3において、それぞれ、蒸留水の場合、4.67×10-20m2、

幌延地下水の場合、1.76×10-19m2 であり、幌延地下水の固有透過度は、蒸留水に比べて、

1 オーダー大きくなる。実際の地下水に対する固有透過度よりも小さい値を用いたにも関わ

らず計測値との一致が見られた理由として、固有透過度の大小の影響は、浸潤面である岩盤

壁面より距離がある緩衝材内部ほど大きくなると考えられるが、今回の評価は、岩盤壁面に

近い部分であるため、塩水系地下水の影響が表れにくくなっている可能性もある。また、前

述したように、不飽和状態にある緩衝材の初期に存在する間隙水と塩水系の幌延地下水と

が混合して塩濃度が変化し、塩濃度に応じて透水性も変化し、時間や場所によって固有透過

度は異なることが考えられる。このようなことから、本解析結果は、緩衝材の浸潤挙動を適

切に表現できていない可能性も考えられる。浸潤挙動に及ぼす緩衝材の密度依存性に関し

ては、ケース 3 が、それ以外のケースに比べて、僅かながら水分飽和度が高くなっている。

これは、膨潤による緩衝材の密度低下と、緩衝材中の温度が高くなることの二つの要因によ

って、緩衝材の透水係数が大きくなったことに起因するものと考えられる。 
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緩衝材中の鉛直方向の変位については、式（3-1-1）で示した変形係数を用いたケース 1
の解析結果については、計測結果の 1/10 程度と大きく乖離する結果となっている（図 4-6
（c））。緩衝材の変形係数は、温度が高いほど小さくなり、30℃と 80℃とでは倍以上の差が

あるとの報告例もある（原子力環境整備促進・資金管理センター，2017 [36]）。人工バリア

性能確認試験における緩衝材の温度環境からは、3.1 節で示した室温の条件下で実施した一

軸圧縮試験に基づき設定された式（3-1-1）の変形係数を用いることが適切でない可能性が

あり、このことが計測値との乖離の原因の一つと考えられる。そこで、緩衝材の変形係数を

パラメータとした感度解析を実施したところ、式（3-1-1）で与えられる変形係数よりも小

さく設定することで計測値と一致する方向にあることを確認した。ケース 3 の解析結果は、

式（3-1-1）で得られる変形係数の 2/3 の値を与えた場合のものである。これは、上述した

ように、変形係数の温度依存性に関する報告例と整合するものである。なお、図 4-6（c）及

び図 4-6（d）中には、ケース 2 の解析結果の表示がないが、これは、応力変形を考慮しな

い熱—水連成解析として実施しているためである。 
緩衝材で生じる応力は、図 4-6（d）に示すように、解析結果は計測値よりも小さくなっ

ている。この要因としては、解析で設定した飽和膨潤圧が適切でなかったことや、時間の経

過とともに計測値と解析結果の解離が大きくなる傾向にあることから、膨潤圧は水分飽和

度に比例するとした設定が適切でないことも考えられる。また、ケース 3 の応力が、ケース

1 よりも低くなっている要因としては、ケース 3 は、ケース 1 に比べて変形係数が小さいた

め、埋め戻し材側への膨出が生じやすく、緩衝材の密度低下がより顕著となるためと考えら

れる。 
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図 4-5 人工バリア性能確認試験における緩衝材の密度変化に関する解析結果 

（変形量は 10 倍で表示） 
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（a）温度 

 

 

（b）水分飽和度 

 

 

（c）鉛直方向の変位 

 

図 4-6 人工バリア性能確認試験における計測結果と THM 連成解析結果の比較（1/2） 
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（d）応力 

 

図 4-6 人工バリア性能確認試験における変位の計測結果と THM 連成解析結果の比較（2/2） 

 

 

4.4 まとめ 

 

緩衝材の膨潤変形によって生じる密度変化と、これが熱特性、水理特性及び力学特性へ及

ぼす影響を考慮できるように更新した熱－水－応力連成解析モデルを用いて、幌延深地層

研究計画における人工バリア性能確認試験を対象とした再現解析を実施した。そして、原位

置で計測されたデータとの比較を通じて解析モデルの妥当性の確認を行うとともに、緩衝

材の密度変化が緩衝材中の温度や浸潤挙動へ及ぼす影響を確認した。緩衝材の浸潤挙動の

評価については、計測値を再現したものの、塩水系地下水が浸潤する人工バリア性能確認試

験に対して、蒸留水に対する固有透過度を用いていることから、本解析結果は、緩衝材の浸

潤挙動を適切に表現できていない可能性もある。今後は、図 1-1 で示したように、水理と物

質移行の相互作用を考慮した評価を行い、塩水系地下水の浸潤挙動を把握することが求め

られる。また、緩衝材の密度変化が及ぼす熱特性、水理特性及び力学特性への影響を考慮し

た場合、緩衝材外側の密度低下や、埋め戻し材側へ膨出し緩衝材の密度低下することで熱伝

導性が低下し、物性値の密度依存性を考慮しない場合に比べて緩衝材内側の温度は若干高

くなる結果となった。また、膨出による密度低下によって、緩衝材の透水係数が大きくなる

ことに合わせて温度が高くなり、それにより、緩衝材の水分が僅かながら高くなる結果とな

っている。しかしながら、今回の評価においては、緩衝材の膨出量が少なく緩衝材の密度低

下も僅かであったことから、緩衝材の密度変化が温度や浸潤挙動に及ぼす影響は小さいも

のであった。他方、緩衝材の膨潤変形挙動を再現するためには、緩衝材の変形係数の密度依

存性と合わせて、温度の影響も考慮する必要があることが明らかとなり、今後は、変形係数

の温度依存性に関するデータ取得とそれを考慮した連成解析モデルの構築が課題となる。 
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以上、緩衝材の密度変化にともなう熱特性、水理特性及び力学特性への影響を反映できる

ように高度化した熱－水－応力連成解析モデルを用いて、幌延深地層研究計画における人

工バリア性能確認試験の再現解析を実施した。そして、緩衝材が膨出し密度変化が生じるこ

とによる緩衝材中の温度や浸潤挙動及び応力変形挙動に及ぼす影響の程度を確認した。
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5. 熱－水－応力連成解析モデルによるニアフィールドの長期挙動評価 

 

5.1 概要 

 

ここでは、過渡期におけるニアフィールドの熱－水－応力連成挙動の把握を目的とした

数値実験の事例として、前述した緩衝材の密度変化にともなう熱特性、水理特性及び力学特

性への影響を考慮できるように高度化された熱－水－応力連成解析モデルを用いて、緩衝

材の密度変化に着目したニアフィールドの長期挙動に関する評価を実施した。緩衝材の密

度は、その品質を規定する重要なパラメータであることから、人工バリア設置時に確保すべ

き密度を適切に設定するためには、このような長期的な緩衝材の密度変化の予測が必要不

可欠である。 
解析対象は、第 2 次取りまとめで示された廃棄体竪置き仕様の人工バリアとし、地下水

の浸潤にともない緩衝材が膨潤して埋め戻し材側へ膨出することによる温度や浸潤挙動へ

の影響及び緩衝材の密度変化を定量的に把握した。 
 

5.2 解析条件 

 

本解析で対象とした処分システムは、第 2 次取りまとめに示されている廃棄体竪置き定

置方式であり、軟岩系岩盤、深度 500m とした（核燃料サイクル開発機構, 1999 [4]）。解析

領域は、処分深度（GL-500ｍ）の±100m をモデルに含め、ガラス固化体を中心として、ガ

ラス固化体定置ピッチと坑道離間距離の 1/2 を水平方向に想定した 1/4 領域で形成する三

次元モデルとし、8,692 節点、7,148 要素でモデル化した（図 5-1）。ガラス固化体定置ピッ

チは、第 2 次取りまとめに示された処分孔径の 3 倍の 6.66m とし、坑道離間距離について

は、処分坑道の空洞安定性から生じる制限により処分坑道径の 2.6 倍の 13m とした（核燃

料サイクル開発機構, 1999 [4]）。熱的境界条件として、モデル上下両面は初期温度での固定

境界、モデル四側面は断熱境界とした。水理的境界条件は、モデル上下両面が所定の水頭で

の固定境界、モデル四側面は不透水境界とした。変位境界条件としては、スライド境界とし

た。 
地質環境は、幌延深地層研究計画における調査研究結果に基づき、設定深度の 500m に

該当する岩盤の値とし、真密度 2.481Mg/m3、乾燥密度 1.523Mg/m3、間隙率 0.386、水分

飽和度 1.0、線膨張係数 1.34×10-5、変形係数 1.71×109Pa、ポアソン比 0.17（山本ほか，

2005 [27]）、固有透過度 4.68×10-16m2とした（太田ほか，2007 [37]）。熱物性については、

式（4-1）、式（4-2）を用い、p1 =7.38×10-1、p2 =2.57×10-2、p3 =0.00、p4 =0.00、p5 =5.32×101、

p6 =2.8、不飽和水理特性は、式（3-6-4）、式（4-3）を用い、α=4.96×10-3、𝑛𝑛 =2.01×10-1と

した（木村ほか，2010 [13]）。地温勾配は、地表面から 4.7℃/100m で線形勾配とし、地表

面は年間の平均的な気温として 15℃を仮定した（藤田ほか，2007 [35]）。地下水組成につ

いては、固有透過度が蒸留水に対して取得された値を用いることで降水系地下水環境を仮
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定した。ガラス固化体については、第２次取りまとめにおける処分場の温度の解析評価と同

様に、再処理までの冷却期間を 4 年、中間貯蔵期間を 50 年とした発熱量の時間変化を考慮

し、ガラス固化体の物性については、第２次取りまとめに準じた設定とした（核燃料サイク

ル開発機構，1999 [4]）。埋め戻し材については、幌延深地層研究計画の人工バリア性能確

認試験において、原位置で締固められた乾燥密度 1.20Mg/m3の埋め戻し材の仕様を仮定し、

物性値は表 4-1 に示す通りである。緩衝材についても、表 4-1 で示した物性値に準じた。 
ここでは、緩衝材の埋め戻し材側への膨出と、それによる密度変化が緩衝材中の温度や浸

潤挙動へ及ぼす影響の程度を把握するため、以下の 2 ケースの解析を実施した。ケース 1
は、前節で示したように、人工バリア性能確認試験における緩衝材の鉛直方向の変位量に関

する計測結果と一致させる方向で設定した式（3-1-1）で与えられる値の 2/3 の変形係数を

用いた。ケース 2 は、緩衝材の密度変化を生じさせないようにするため、節点変位を拘束し

た熱－水（TH）連成解析とした。各解析ケースの条件を整理して表 5-1 に示す。 
 

表 5-1 ニアフィールド長期挙動評価の解析ケース 

 変形係数の設定値 備考 

解析ケース 1 式（3-1-1）の 2/3 で与える 緩衝材の密度変化が生じる 

解析ケース 2 
TH 解析のため力学に関する設

定はない 
緩衝材の密度変化は生じない 

 

  

図 5-1 ニアフィールドの長期挙動評価解析条件 
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5.3 解析結果 

 
人工バリア設置から 1000 年後までのオーバーパック表面の温度（図 5-1 中の出力点 A）、

オーバーパックと接触している緩衝材の水分飽和度と応力（出力点 A）及び緩衝材上面の中

央部における鉛直方向の変位（出力点 B）の時間変化を図 5-2 に示す。 
これより、緩衝材の変形係数を式（3-1-1）で与えられる値の 2/3 で与えたケース 1 の場

合のオーバーパック表面の温度は、12.8 年後に最高温度の 77.7℃程度に達し、その後、温

度は低下して 1000 年後には 43.6℃になっている。オーバーパックと接する緩衝材の水分

飽和度は、廃棄体の放熱にともなう温度勾配による水分移動によって、一時的に 0.1 程度ま

で低下し、その後、地下水の浸潤が進んで 48.5 年で飽和する結果となっている。緩衝材中

の応力については、緩衝材が飽和した時点で最大の 0.45MPa となっている。これは、緩衝

材の密度が 1.6 Mg/m3の時に発生する膨潤圧として設定した式（3-2-1）で与えられる値の

0.63MPa よりも低く、密度の低下によって発生する膨潤圧も小さくなったものと考えられ

る。また、緩衝材上面の中央部における鉛直方向の変位は、緩衝材中への地下水の浸潤が進

むにつれて増加しており、埋め戻し材側に 0.11m 程度膨出する結果となっている。これら

応力変形挙動は、水分飽和度の変化に呼応した挙動を示しており、緩衝材が飽和した以降は

一定値を保つ結果となっている。一方、緩衝材の密度変化を生じさせないケース 2 では、オ

ーバーパック表面の最高温度は、11.2 年後に 78.3℃、また、緩衝材は 45.5 年で飽和に達す

る結果となっている。今回の評価では、緩衝材の膨出によって生じる緩衝材の密度変化が及

ぼすオーバーパック表面の温度や、緩衝材が飽和するまでの時間への影響は小さいもので

あった。 
緩衝材の密度分布の時間変化を図 5-3 に示す。ここでは、ガラス固化体、オーバーパック

及び埋め戻し材の要素は非表示としてある。また、変形量は 5 倍で表示している。これよ

り、緩衝材の密度は、緩衝材が飽和する 48.5 年後の間で変化し、緩衝材が飽和した後の密

度変化は生じていない。緩衝材が飽和するまでの間は、岩盤からの地下水の浸潤によって岩

盤に近い部分の緩衝材が膨潤して密度が低下する一方で、オーバーパック周辺の緩衝材が

圧縮されることによって、一時的に初期の 1.60 Mg/m3から 1.65 Mg/m3程度に増加してい

る。また、緩衝材は埋め戻し材側へ膨出し、緩衝材上部では密度の低下が生じている。緩衝

材が飽和すると、オーバーパック周辺では 1.55 Mg/m3程度、緩衝材上部では 1.45Mg/m3程

度に密度が低下している。そして、最も密度が低下した緩衝材上部の固有透過度は、式（3-
5-1）に基づけば初期に比べて 2 倍程度大きくなる結果となっている。 
ベントナイトを主成分とする緩衝材及び埋め戻し材は、水の浸潤にともない膨潤し、密度

の高い部分と低い部分が存在する場合には、緩衝材及び埋め戻し材全体が飽和するにつれ

て、全体として均質化する方向に向かうと考えられる。本解析における密度の均質化に向け

た動きとしては、密度の高い緩衝材が、密度の低い埋め戻し材側へ膨出しており、これによ

って緩衝材の密度が低下している。緩衝材の膨出は水分飽和度の上昇によって生じており、

緩衝材が飽和した時点で膨出も停止する結果となっている。このような緩衝材の密度変化
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については、異なる密度の緩衝材が接している場合に、密度は均質化する方向に変化し、緩

衝材が飽和することでほぼ終了するとした試験結果もあり（山下ほか，2010 [38]）、本解析

結果は、これと整合的である。 
 

  
（a）オーバーパック表面の温度 

  

（b）オーバーパックと接する緩衝材の水分飽和度 

 

図 5-2 熱－水－応力連成解析モデルによるニアフィールドの長期挙動解析結果（1/2） 

（解析ケース 1 は THM 解析、解析ケース 2 は TH 解析で実施） 
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(c) オーバーパックと接する緩衝材の応力 

 

  

（d）緩衝材上面中央部の鉛直方向の変位 

 

図 5-2 熱－水－応力連成解析モデルによるニアフィールドの長期挙動解析結果（2/2） 

（解析ケース 1 は THM 解析、解析ケース 2 は TH 解析で実施） 
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 (a)初期           （b）1 年後 

 

 
（c）10 年後    （d）30 年後 

 

 
（e）48.5 年後    （f）1000 年後 

図 5-3 熱－水－応力連成解析モデルによる緩衝材の密度分布に関する解析結果 
（変形量は 5 倍で表示） 
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5.4 まとめ 

 

過渡期におけるニアフィールドの熱－水－応力連成挙動の把握を目的とした数値実験の

事例として、緩衝材の密度変化にともなう熱特性、水理特性及び力学特性への影響を考慮で

きるように高度化された熱－水－応力連成解析モデルを用いて、緩衝材の密度変化に着目

したニアフィールドの長期挙動に関する評価を実施した。そして、緩衝材が埋め戻し材側に

膨出することによる温度や浸潤挙動への影響及び緩衝材の密度が変化する挙動を把握した。 
今回の評価では、緩衝材の膨出が緩衝材の最高温度や緩衝材の再冠水時間へ及ぼす影響

は小さいものの、埋め戻し材側に膨出した緩衝材上部の乾燥密度は、1.45 Mg/m3程度まで

低下し、この部分の固有透過度は初期に比べて 2 倍程度大きくなる結果であった。 
今後は、このような情報を用いた核種移行評価を実施し、核種移行に与える密度低下の影

響を把握していくことが重要と考える。 
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6. おわりに 

 

人工バリア定置後のニアフィールドで生じる複雑なプロセスを定量化するための数値解

析ツールの開発として、熱－水－応力連成解析モデル（THAMES）において、緩衝材の密

度変化にともなう力学特性、熱特性及び水理特性への影響を考慮できるように高度化を実

施した。 
そして、力学解析側から熱解析及び水理解析側へ解析結果を提供するスキームを追加し

た THAMES を用いて、幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試験を対象とし

た再現解析を実施し、原位置で得られている計測データとの比較を通じて熱－水－応力連

成解析モデルの適切性を確認するとともに、緩衝材の膨潤変形による密度変化が緩衝材中

の温度や浸潤挙動及び応力変形挙動に及ぼす影響の程度を確認した。さらに、ニアフィール

ドの長期挙動に関する事例解析からは、人工バリア内への地下水の浸潤により、緩衝材が埋

め戻し材側へ膨出することによって生じる温度や、浸潤挙動への影響及び緩衝材の密度変

化を定量的に把握した。 
このように、緩衝材の密度変化にともなう力学特性、熱特性及び水理特性への影響を考慮

することで、人工バリア定置後から緩衝材が飽和するまでの過渡期におけるニアフィール

ド環境を、より詳細に分析することが可能となった。そして、本研究によって示されたよう

に、緩衝材の埋め戻し材側への膨出と、それによって形成される緩衝材の密度分布は、人工

バリアの設計研究や、安全評価における核種移行解析の初期状態の設定に反映される情報

となり得るものである。 
他方、塩水系地下水環境下における緩衝材の浸潤挙動を適切に評価するためには、緩衝材

に塩水を浸潤させる試験による浸潤現象に関するデータの拡充と、それに基づく不飽和水

理に関する物性値の整備、さらに、水理解析と地球化学解析を連成させた解析によって緩衝

材の間隙水化学の影響に関する検討などを行い、塩水が及ぼす浸潤挙動への影響について

理解を進める必要がある。また、過渡期における緩衝材の応力変形挙動に及ぼす影響が大き

いことが明らかとなった力学特性の温度依存性に関するデータ取得と連成解析モデルへの

反映が課題として挙げられる。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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